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特 集 Ⅱ

地域別将来人口推計（その２）

都道府県別にみた将来の人口増加率の要因分解

鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和＊

Ⅰ はじめに

日本全国の総人口は2008年をピークに減少を開始してから10年以上が経過し，その減少

規模は毎年拡大傾向にある．その主要因は自然減少（出生数＜死亡数）である．2018年10

月1日の総人口は，前年に比べ26.3万人の減少であり，自然増減は-42.4万人，社会増減は

16.1万人である（総務省統計局 2019）．また，2015年の65歳以上人口割合は26.6％であり，

将来推計では2065年には38.4％まで上昇することが見込まれている（国立社会保障・人口
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本稿は，社人研が平成30（2018）年3月に公表した地域推計（平成30年推計）における将来の人

口増加率の要因分解を行うことを目的に，出生率が人口置換水準に達した場合の反事実的仮定に基

づく推計結果や人口モメンタムの分析を行うことで将来の人口に対する基準人口の年齢構造及び人

口動態率の影響を定量的に分析した．

その結果，すべての地域で年齢構造要因によるマイナスの寄与が最も大きいことが明らかとなっ

た．大都市圏は移動要因のプラスの寄与によって人口増加率の減少分が緩和され，非大都市圏は移

動要因のマイナスの寄与によってさらなる人口減少が進む．一方で，出生要因と死亡要因が将来の

人口増加率に及ぼす影響は限定的であった．

各要因の年齢別寄与率について分析を行った結果，2015年時点で65歳以上人口割合が高く，すで

に人口減少が始まっている非大都市圏では，ほぼ全年齢で年齢構造要因によって人口減少が構造的

に生じる．一方で，大都市圏は年齢構造要因による年少人口・生産年齢人口の減少，老年人口の増

加がみられ，今後，高齢化が進む．

人口モメンタムの分析では，2015～2045年の人口増加率が正であった東京都や出生率の高い沖縄

県においても，長期的には「減少モメンタム」の状況に陥っている状況が示された．したがって，

出生率が人口置換水準に上昇し，人口移動が均衡した場合であっても，各地域の長期的な人口減少

が止まるまでには2080～2095年までの期間を要する．

【キーワード】地域別将来推計人口 人口増加率 要因分解 人口モメンタム
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問題研究所 2017）．地域人口では，非大都市圏ではすでに人口減少が常態化している地域

も多く，2010～2015年で総人口が減少している都道府県は39道府県に及ぶ（総務省統計局

2016）．

国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）が平成30（2018）年3月に公表した

「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（以下，地域推計（平成30年推計））では，

2015と2045年を比べて2045年の総人口が高い地域は東京都のみであり，その他の道府県で

は総人口が2015年に比べて2045年では減少する見込みとなっている（国立社会保障・人口

問題研究所 2018a）．65歳以上人口割合は，全ての都道府県で上昇する．最も割合が高い

のは秋田県の50.1％（2045年）であるが，65歳以上人口の増加は大都市圏で多く，東京都，

神奈川県，沖縄県では2015～2045年の間で65歳以上人口が30％以上増加する．

人口の変化は自然増減（出生－死亡）と社会増減（転入－転出）に分解することができ

る．都道府県別にみると，1980年代後半まではすべての都道府県で自然増加が観察され，

人口減少の要因は主に社会減少によるものであった（国立社会保障・人口問題研究所

2020ab）．1990年代に入ると65歳以上人口割合の高い一部の県において自然減少が観察さ

れ，2000年代には大都市圏を除く多くの道府県において自然減少に転換した．自然減少に

よる人口減少の傾向は今後も続くとされ，地域推計（平成30年推計）の結果では１），

2015～2045年の間において「自然減少＞社会減少」によって人口が減少する地域は39道府

県，「自然減少＞社会増加」によって人口が減少する地域は6県（埼玉県，千葉県，神奈

川県，愛知県，岡山県，福岡県），残りは「自然増加＜社会減少」によって人口が減少す

る沖縄県と「自然減少＜社会増加」によって人口が増加する東京都となる（小池ほか

2019）．

人口の変化を自然増減と社会増減に分解する手法は簡便であり，人口変動要因に対する

理解がしやすい．一方で，人口の変動を構成する出生，死亡，移動といった個別の人口動

態率が将来の人口増加率（PopulationGrowthRates）に及ぼす影響や基準人口の年齢

構造の影響についての情報がない点で不十分である．

そこで本稿は，地域推計（平成30年推計）における将来の人口変化について，

BongaartsandBulatao（1999）の手法を用いて，人口増加率を年齢構造要因・出生要因・

死亡要因・移動要因の4要因に分解し，将来の人口増加率に対する各要因の影響を定量的

に把握することを目的とする．また，出生率が人口置換水準に達した場合や平均寿命が延

びた場合など仮定値を変えた場合の推計や人口モメンタムの分析を行うことで，2015年時

点の基準人口の年齢構造が将来の人口増加率に及ぼす影響や，人口動態率を変化させたと

きの影響の違いなどを分析する．
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1）地域推計（平成30年推計）で公表されている推計人口と移動をなしと仮定した場合の封鎖人口を利用するこ

とで2015～2045年の人口増加率（％）を自然増加率と社会増加率に分解することができ，社会増加率＝｛（2045

年推計人口－2045年封鎖人口）｝／2015年人口×100，自然増加率＝｛（2045年封鎖人口－2015年人口）｝／2015年

人口×100で求められる．なお，自然増加率の計算にあたり小池ほか（2020）・菅ほか（2020）で推定された

出生数・死亡数は用いていない．



2014年に発足したまち・ひと・しごと創生本部が地方自治体に策定を促している「地方

人口ビジョン」では，地域推計が「社人研推計準拠」として参照されているほか（内閣府

地方創生推進室 2019），各自治体が望む出生率や移動率の設定を通じた将来の人口展望を

示していることから，人口動態率を変化させることによる将来の人口増加率に対する影響

について示すことには一定の意義があると考える．

さらに，2015年時点の人口構造が持つ慣性（人口モメンタム）の分析を通じて，現状の

年齢構造では出生率や移動率の変化だけでは人口減少のトレンドをただちに止めることが

難しいことを明らかにする．

Ⅱ 将来の人口増加率の要因分解

1． BongaartsandBulatao（1999）による要因分解法

本稿はBongaartsandBulatao（1999）の手法を用いて将来の人口増加率の要因分解

を行う．同手法では，将来の人口増加率を基準人口の年齢構造，出生率，生残率（死亡仮

定），純移動率の4要因に分解する．分解の手法は比較的単純であり，人口動態率につい

て，段階的に将来の仮定値を一定，もしくは純移動率であればゼロとすることによって推

計結果を投影し，得られた推計結果を用いて各要因の効果（乗数）に分解する．同手法は

国連の世界人口推計結果にも活用されており，汎用的な要因分解法である（Kirilletal.

2013;UnitedNations2017）．

また，本稿では将来の人口増加率における基準人口の年齢構造及び人口動態率の影響に

関する理解を深めるために，各要因が変化した場合の反事実的仮定（Counterfactual

Assumptions）に基づく推計結果を示す．反事実的仮定を行う利点としては，例えば，

年齢構造が高齢化している地域とそうでない地域では，出生率上昇の効果は若い年齢構造

の地域の方が大きいといった，基準人口の年齢構造の効果を評価することができる点にあ

る．BongaartsandBulatao（1999）では，1998年に公表された国際連合の推計結果を用

いて，出生率は人口置換水準，生残率はUnitedStatesBureauoftheCensus（1999）

における2100年の平均寿命（男性87.5年，女性92.5年）に基づく数値，純移動率はゼロに

設定した仮定を用いて要因分解を行い，人口動態率の変化が年齢構造の異なる人口では効

果が異なることをシミュレートしている．

将来の人口増加率の要因分解を行うための推計シナリオは以下の4通りである．括弧内

の二重引用符で示される英名はBongaartsandBulatao（1999）によるシナリオ名である．

（1）標準シナリオ（"Standard"）Ps：人口動態率が仮定値どおりに投影される推計結果

（2）自然増減シナリオ（"Natural"）Pn：（1）に加え，純移動率をゼロとする推計結果

（3）人口置換シナリオ（"Replacement"）Pr：（2）に加え，出生率を一定とする推計結果

（4）年齢構造シナリオ（"Momentum"）Pm：（3）に加え，生残率を一定とする推計結果
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上記の4通りの推計結果に加えて（5）基準人口Pを加えた5つの人口を用いて，要因分

解を行う．本稿で行う推計シナリオと仮定値の構成を表1に示した．はじめに，地域推計

（平成30年推計）の推計結果に関する要因分解を行い，次に反事実的仮定に基づく推計結

果の要因分解結果を示し，両者の比較から基準人口の年齢構造と人口動態率を変化させた

ときの推計結果への影響を評価する．反事実的仮定には，BongaartsandBulatao

（1999）にならい，（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）平均寿命が2045年の水準に延

伸，（3）純移動率は地域推計（平成30年推計）と同一とする．

さらに，人口モメンタムを測定するための仮定値を用いて2115年までの長期推計を行う．

人口モメンタムを測定するための仮定値は，（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）平均

寿命は2010～15年の水準で一定，（3）移動がない封鎖人口である．

各要因の乗数は4通りの推計結果及び基準人口の比から算出することができ，それぞれ

（1）年齢構造要因乗数Mm=Pm/P，（2）出生要因乗数Mb=Pn/Pr，（3）死亡要因乗数Md=Pr/

Pm，（4）移動要因乗数Mmg=Ps/Pnによって得られる（表2）．各シナリオにおける推計結

果は基準人口に乗数を掛け合わせることによって得ることができる．

また，2015年からt年までの各要因の寄与率は次のように計算した．寄与率は各要因に

よる人口変化が2015年人口に占める割合を示し，各要因の寄与率の合計値は当該期間の人

口増加率となる．本分析では2015～2045年の30年間における分析結果を示す．
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表１ 推計シナリオと仮定値の構成

推計シナリオ 仮定値の構成 推計結果

1-1.地域推計（平成30年推計）の要因分解：2015～2045年

1.標準シナリオ（"Standard"） 年齢構造・生残率・補正出生率1）・純移動率2） Ps

2.自然増減シナリオ（"Natural"） 年齢構造・生残率・補正出生率 Pn

3.人口置換シナリオ（"Replacement"） 年齢構造・生残率 Pr

4.年齢構造シナリオ（"Momentum"） 年齢構造 Pm

1-2.反事実的仮定に基づく推計の要因分解：2015～2045年

5.標準シナリオ（"Standard"）Cf. 年齢構造・2045年生残率3）・人口置換水準出生率4）・純移動率 Ps_cf

6.自然増減シナリオ（"Natural"）Cf. 年齢構造・2045年生残率・人口置換水準出生率 Pn_cf

7.人口置換シナリオ（"Replacement"）Cf. 年齢構造・2045年生残率 Pr_cf

8.年齢構造シナリオ（"Momentum"）Cf. 年齢構造 Pm_cf

2.人口モメンタムの分析：2015～2115年までの長期推計

9.人口モメンタムシナリオ 年齢構造・2010→2015年生残率・人口置換水準出生率・移動ゼロ Ppm

注：1）補正出生率は，地域推計（平成30年推計）における各年の0-4歳人口の推計結果と整合的な出生数を得
る年齢別出生率である．
出生→0-4歳人口の生残率，純移動率の変化，全国推計（平成29年推計）との合計調整による変化を含む．

2）純移動率は，地域推計（平成30年推計）の推計結果から得られるコーホート変化率から将来の生残率
を引いた値．
3）2045年生残率は，地域推計（平成30年推計）における2040→2045年の生残率．
4）人口置換水準出生率は，2015年における人口置換水準と各都道府県出生率の比を補正出生率に掛け合
わせた値．



年齢構造要因の寄与率（％）：CRm・t・i・・Pm・t・i・P・2015・i・・P・2015・i・100

出生要因の寄与率（％）：CRb・t・i・・Pn・t・i・Pr・t・i・・P・2015・i・100

死亡要因の寄与率（％）：CRd・t・i・・Pr・t・i・Pm・t・i・・P・2015・i・100

移動要因の寄与率（％）：CRmg・t・i・・Ps・t・i・Pn・t・i・・P・2015・i・100

ここで，iは都道府県，tは2020年から2045年までの5年間隔の時点である．

2． 人口動態率の定義

本分析に用いる人口動態率は，生残率を除き地域推計（平成30年推計）において公表さ

れている仮定値とは異なることに留意が必要である．

出生率の将来の仮定値は，地域推計（平成30年推計）で用いられている子ども女性比及

び全国推計と一致させるための補正によって得られた0～4歳人口に整合的な年齢別出生

率を用いる（これを本稿では「補正出生率」と呼ぶ）．地域推計（平成30年推計）は「平

成25年3月推計」（国立社会保障・人口問題研究所 2013）に続き，市区町村推計を行った

上で，その合算値を都道府県の推計結果として公表している．したがって，都道府県の推

計結果は，市区町村別に子ども女性比を用いた0～4歳人口の推計値の合算値となる．

子ども女性比は人口規模が小さい地域においても安定した仮定値を得られることから社

人研の市区町村推計において用いられてきているほか（国立社会保障・人口問題研究所

2018a），小地域別将来人口推計においても利用されている指標である（Smithetal.2013,

Bakeretal.2017）．しかし，子ども女性比では，人口置換水準まで達する場合の出生率

の水準を計算できないため，本稿では地域推計（平成30年推計）の推計結果に整合的な年

齢別出生率である補正出生率を作成した．

移動率の将来の仮定値は，地域推計（平成30年推計）の推計結果から得られるコーホー

ト変化率を用いて生残率を引いた純移動率に変換した数値を用いる．

以上のように推計に用いる将来の出生率と移動率の仮定値は異なるが，補正を行ってい

るため，本推計における標準シナリオの推計結果は地域推計（平成30年推計）の結果と一
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表２ 各要因の乗数の計算式と推計シナリオとの関係

各要因 乗数 M

年齢構造要因 Mm =Pm /P

出生要因 Mb =Pn /Pr

死亡要因 Md =Pr /Pm

移動要因 Mmg =Ps /Pn

標準シナリオ Ps =Mm・Mb・Md・Mmg・P

自然増減シナリオ Pn =Mm・Mb・Md・P

人口置換シナリオ Pr =Mm・Md・P

年齢構造シナリオ Pm =Mm・P

資料：BongaartsandBulatao（1999）をもとに作成．
注：Pは基準人口．



致する．したがって，地域推計（平成30年推計）の将来の人口増加率の要因分解として解

釈することが可能である．

� 補正出生率

地域推計（平成30年推計）の推計結果に整合的な年齢別出生率である補正出生率は以下

の通り作成した．

はじめに推計開始時点である2015年の都道府県別 5歳階級別年齢別出生率

ASFR・2015・i,xの実績値と全国値ASFR・2015・I,xとの相対的較差R・2015・i,xを算出する．

ここで，iは都道府県，Iは全国，xは15～19歳から45～49歳までの5歳間隔の年齢である．

R・2015・i,x・ASFR・2015・i,x・ASFR・2015・I,x

2015年の相対的較差R・2015・i,xが2020年から2045年まで一定であると仮定し，「日本の

将来推計人口（平成29年推計）」（以下，全国推計（平成29年推計））（国立社会保障・人口

問題研究所 2017）における5歳階級別に合算した年齢別出生率ASFR・t・I,xを掛け合わ

せて，都道府県別の将来の年齢別出生率ASFR・t・i,xを算出する．ここで，tは2020年か

ら2045年までの5年間隔の時点である．

ASFR・t・i,x・ASFR・t・I,x・R・2015・i,x

次に，上記の年齢別出生率から得られる5年間分の出生数と地域推計（平成30年推計）

の0～4歳人口を一致させるための補正係数C・t・iを算出する．都道府県別の将来の年齢

別出生率ASFR・t・i,xを地域推計（平成30年推計）における2020年から2045年までの女性

15～49歳の5歳階級別推計人口P・t・i,xに掛け合わせて，5年間の出生数の合計を算出し，

地域推計（平成30年推計）における0～4歳人口P・t・i,0・4との比をとって，補正係数と

する．

C・t・i・P・t・i,0・4・・
45・49

15・19
・P・t・i,x・ASFR・t・i,x・

最後に補正係数C・t・iと都道府県別の将来の年齢別出生率ASFR・t・i,xを掛け合わせる

ことで，地域推計（平成30年推計）における0～4歳人口の推計結果に整合的な年齢別出

生率ASFR・t・
C
i,xが算出される．ASFR・t・

C
i,xを補正出生率と呼ぶ．

ASFR・t・
C
i,x・ASFR・t・i,x・C・t・i

なお，反事実的仮定に基づく人口置換水準の補正出生率ASFR・t・
R
i,xは，人口置換水準

を都道府県一律2.07と仮定し，補正出生率の合算値との比を補正出生率ASFR・t・
C
i,xに掛
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け合わせて算出した．

ASFR・t・
R
i,x・ASFR・t・

C
i,x・・

2.07

・
45・49
15・19ASFR・t・

C
i
・

� 生残率

将来の都道府県別の生残率は，地域推計（平成30年推計）で公表されている仮定値を用

いた（国立社会保障・人口問題研究所 2018a）．

本稿では，将来の男女別生残率をS・t・i,xと表す．iは都道府県，xは男女年齢階級x→

x+5歳であり，0～4歳→5～9歳から85歳以上→90歳以上，tは2015→2020年から2040

→2045年まで5年間隔の時点を示す．

� 純移動率

地域推計（平成30年推計）では，移動仮定の設定に多地域モデルの一つであるプールモ

デルによる移動数の推計を行っている．プールモデルは，地域別人口に占める域外への転

出数の割合である転出率と全国の転入数に占める地域別の転入数のシェアである配分率を

用いて，転出数と転入数を推計する手法である（国立社会保障・人口問題研究所 2018a）．

ここでは，地域推計（平成30年推計）の推計結果と整合的な純移動率NM・t・i,xを算出

するために，推計結果の時点間のコーホート変化率CCR・t・i,xから生残率S・t・i,xを引い

た値を男女年齢別の移動仮定として算出した．iは都道府県，xは男女年齢階級x→x+5

歳であり， 0～4歳→5～9歳から85歳以上→90歳以上，tは2015→2020年から2040→

2045年まで5年間隔の時点を示す．

NM・t・i,x・CCR・t・i,x・S・t・i,x

3． 人口モメンタム（静止人口比）仮定

「人口モメンタム」と呼ばれる人口が持つ慣性がある（国立社会保障・人口問題研究所

2018b）．人口モメンタムの考え方はKeyfitz（1971，1985）によって考案・定式化され，

Prestonetal.（2001）においてその方法論が整理されている．Keyfitz（1971）では，発

展途上国の高出生力を家族計画などで人口置換水準に下げたとしても，ただちに人口増加

が止まることはないということを示すためにシミュレーションを行い，人口変動のトレン

ドを変化させるためには長期間を要することが示されている．

Keyfitz（1985），Prestonetal.（2001）では，女子単性人口において時点tにおける

人口モメンタムM・t・は以下のように定義される．

M・t・・・
・

0

C・a,t・

Cs・a,t・
w・a,t・da

ここで，・は再生産年齢の上限であり，Cs・a,t・は出生率が人口置換水準に長期的に固
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定された場合の安定人口における年齢構成，C・a,t・は推計開始時点における年齢構成，

w・a,t・は分子を出生率が人口置換水準において生じるa・・歳の期待出生数，分母を安

定人口における生涯の期待出生数とする比である．

（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）死亡率が一定，（3）移動がない（封鎖人口）場

合において，人口は長期的に一定の人口規模に静止する（静止人口）．このとき，基準人

口と静止人口の比（静止人口比）を人口モメンタムと呼ぶ．

日本では第二次大戦後に出生率が急激に低下し，さらに1970年代中頃に出生率が人口置

換水準を下回る少子化状況に陥ってからも2008年まで約30年以上にわたり全国の総人口が

増加してきた．これは，それまで人口置換水準を上回る出生率によって産まれた世代の規

模が大きいため，出生率が人口置換水準を下回ったとしても出生数はただちに減少するこ

とがなかったためである．国立社会保障・人口問題研究所（2018b）は，全国の1955～

2015年の総人口と人口置換水準の出生率から人口モメンタムを算出している．人口モメン

タムは1955年の1.44から1995年には1.00へと推移してきており，戦後，一貫として減少し

てきたが，1995年までは出生率が低下しても総人口は長期的に維持できる人口構造を保持

してきた．しかし，1996年以降は1を下回る，いわゆる「減少モメンタム」に陥っている

（2015年は0.78）．減少モメンタムである人口では，出生率が人口置換水準までただちに回

復したとしても，出生力の高い若年人口が減少し続けていることから，人口置換水準にあっ

ても出生数は減少する．また，かつて高出生率の時期に誕生した世代が死亡することによっ

て，出生数よりも死亡数の方が多い自然減少による人口減少が構造的に生じるため，人口

減少を即座に止めることはできないのである．

本稿では，人口置換水準の補正出生率，2010→2015年の生残率を用いて，封鎖人口（死

亡率一定）を仮定した場合の都道府県別の人口モメンタムの算出を行う．地域人口の変動

において人口移動はきわめて重要な役割を持ち，移動がないことを仮定することは非現実

的な仮定であると考えられる．しかし，地域別に静止人口に至るまでの期間の違いをみる

ことで，基準人口の年齢構造と自然増減が長期的に人口に及ぼす影響を評価することがで

きるほか，地方自治体が策定する人口ビジョンでは，国民（住民）の希望出生率や社会増

減ゼロを目標としたシミュレーションが行われていることから，一種の参考推計として，

人口が静止するまでの期間について明らかにすることには一定の役割があると考える．

Ⅲ 分析結果

1． 2015～2045年の人口増加率の要因分解

表3には2015～2045年の人口増加率の要因分解結果として，都道府県別にみた2015年と

2045年の総人口，各要因の乗数および乗数の積×100（2015年を100としたときの2045年の

総人口の指数に相当）を示した．括弧内は反事実的仮定に基づく推計結果である．

本推計の結果は地域推計（平成30年推計）の推計結果に一致する．年齢構造要因の乗数

は，本推計では平均0.775，最小は秋田県0.643，最大は沖縄県0.986である．年齢構造要因
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は基準人口の年齢構造の将来の人口構造に対する効果であるため，反事実的仮定において

も乗数は本推計と同じ数値となる．年齢構造要因はすべての都道府県で1を下回っており，

2015～2045年の人口増加率を引き下げる効果を持つ．

出生要因の乗数は，本推計では平均1.004，最小は東京都0.983，最大は宮崎県1.026であ

る．地域分布は大都市圏で1を下回り，非大都市圏では1を上回る傾向を示す．反事実的

仮定における出生要因の乗数は，平均1.095，最小は沖縄県1.020，最大は東京都1.147とな

り，出生率が人口置換水準に達する場合の乗数の上昇幅は20～30代の人口規模が大きく，

本推計における出生率の水準が低い大都市圏で大きくなる．

死亡要因の乗数は，本推計では平均1.042，最小は沖縄県の1.031，最大は秋田県の1.057

である．死亡要因の乗数は，平均寿命の高低よりも，高齢化している地域ほど死亡率低下

に伴う将来人口に対する効果である乗数が大きくなる．反事実的仮定における死亡要因の

乗数は，平均1.052，最小は沖縄県の1.038，最大は秋田県の1.071である．

移動要因の乗数は，本推計では平均0.966，最小は秋田県の0.845，最大は東京都の1.217

である．東京圏，愛知県，大阪圏，岡山県，広島県，福岡県では1を上回り，その他の地

域では1を下回り，若者の人口流出が激しい地域ほど数値が低くなる．反事実的仮定にお

ける移動要因の乗数は，平均0.963，最小は秋田県の0.825，最大は東京都の1.273である．

反事実的仮定では移動傾向は，本推計と同様，大都市圏への移動傾向を仮定しているため，

出生率の上昇により増加した若年人口が大都市圏へ移動する構造が変わらないことから，

本推計よりも大都市圏の移動効果が大きくなり，非大都市圏では移動の効果が小さくなる．

その結果，各要因の乗数の積×100の数値は，本推計では平均78.4（人口増加率では，

21.6％の減少），最小は秋田県の58.8（同41.2％減少），最大は東京都の100.7（同0.7％増加）

である．本推計では東京都のみが100を上回り，他の地域は100を下回り2015年に比べ2045

年では人口が減少するという推計結果となる．反事実的仮定では，平均86.1（人口増加率

では13.9％の減少），最小は秋田県の63.7（同36.3％減少），最大は東京都の124.0（同24％

増加）である．東京圏（一都三県），愛知県，沖縄県は100を上回り，出生要因の増加の影

響が顕著である．
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表３ 都道府県別，2015・2045年の総人口，2015～2045年の人口増加率に対する各要因の乗数

総人口（千人） 乗 数 乗数の積

2015年 2045年
年齢構造要因 出生要因 死亡要因 移動要因 ×100

Mm =Pm /P Mb=Pn/Pr Md=Pr/Pm Mmg=Ps/Pn（2015年=100）

北海道 5,382 4,005（4,531） 0.721（0.721） 1.007（1.133） 1.047（1.059） 0.978（0.973） 74.4（84.2）

青森県 1,308 824 （900） 0.697（0.697） 1.011（1.113） 1.055（1.070） 0.847（0.829） 63.0（68.8）

岩手県 1,280 885 （955） 0.719（0.719） 1.016（1.101） 1.049（1.061） 0.903（0.889） 69.1（74.6）

宮城県 2,334 1,809（2,014） 0.782（0.782） 1.016（1.128） 1.041（1.050） 0.938（0.932） 77.5（86.3）

秋田県 1,023 602 （651） 0.643（0.643） 1.024（1.120） 1.057（1.071） 0.845（0.825） 58.8（63.7）

山形県 1,124 768 （824） 0.725（0.725） 1.025（1.103） 1.045（1.055） 0.881（0.869） 68.4（73.3）

福島県 1,914 1,315（1,419） 0.746（0.746） 1.001（1.085） 1.047（1.058） 0.879（0.866） 68.7（74.1）

茨城県 2,917 2,236（2,456） 0.771（0.771） 1.007（1.104） 1.044（1.055） 0.946（0.938） 76.6（84.2）

栃木県 1,974 1,561（1,715） 0.778（0.778） 1.007（1.101） 1.045（1.056） 0.966（0.961） 79.0（86.8）

群馬県 1,973 1,553（1,708） 0.771（0.771） 1.003（1.102） 1.043（1.053） 0.975（0.968） 78.7（86.6）

埼玉県 7,267 6,525（7,426） 0.797（0.797） 1.000（1.120） 1.041（1.051） 1.082（1.090） 89.8（102.2）

千葉県 6,223 5,463（6,247） 0.783（0.783） 0.997（1.121） 1.041（1.050） 1.081（1.090） 87.8（100.4）

東京都 13,515 13,607（16,758） 0.811（0.811） 0.983（1.147） 1.038（1.047） 1.217（1.273） 100.7（124.0）

神奈川県 9,126 8,313（9,563） 0.817（0.817） 0.993（1.118） 1.037（1.046） 1.082（1.098） 91.1（104.8）

新潟県 2,304 1,699（1,860） 0.738（0.738） 1.013（1.109） 1.043（1.053） 0.945（0.937） 73.7（80.7）

富山県 1,066 817 （900） 0.745（0.745） 0.996（1.095） 1.042（1.052） 0.992（0.984） 76.7（84.4）

石川県 1,154 948（1,046） 0.795（0.795） 0.998（1.093） 1.039（1.047） 0.997（0.996） 82.1（90.6）

福井県 787 614 （662） 0.794（0.794） 1.000（1.077） 1.038（1.046） 0.947（0.941） 78.1（84.2）

山梨県 835 599 （660） 0.768（0.768） 0.998（1.099） 1.042（1.052） 0.899（0.890） 71.7（79.0）

長野県 2,099 1,615（1,740） 0.772（0.772） 1.002（1.082） 1.037（1.045） 0.959（0.950） 76.9（82.9）

岐阜県 2,032 1,557（1,703） 0.792（0.792） 1.000（1.091） 1.040（1.048） 0.930（0.925） 76.6（83.8）

静岡県 3,700 2,943（3,199） 0.779（0.779） 1.006（1.090） 1.041（1.050） 0.974（0.969） 79.5（86.5）

愛知県 7,483 6,899（7,672） 0.851（0.851） 0.991（1.089） 1.036（1.044） 1.055（1.060） 92.2（102.5）

三重県 1,816 1,431（1,569） 0.786（0.786） 0.999（1.091） 1.041（1.050） 0.965（0.960） 78.8（86.4）

滋賀県 1,413 1,263（1,364） 0.864（0.864） 1.009（1.083） 1.033（1.040） 0.993（0.993） 89.4（96.5）

京都府 2,610 2,137（2,488） 0.787（0.787） 0.994（1.134） 1.038（1.046） 1.009（1.021） 81.9（95.3）

大阪府 8,839 7,335（8,555） 0.789（0.789） 0.984（1.124） 1.042（1.052） 1.026（1.037） 83.0（96.8）

兵庫県 5,535 4,532（5,073） 0.790（0.790） 0.994（1.106） 1.040（1.050） 1.002（1.000） 81.9（91.7）

奈良県 1,364 998（1,121） 0.767（0.767） 1.008（1.126） 1.040（1.049） 0.910（0.908） 73.2（82.2）

和歌山県 964 688 （759） 0.735（0.735） 0.996（1.095） 1.047（1.058） 0.932（0.925） 71.4（78.7）

鳥取県 573 449 （480） 0.769（0.769） 1.008（1.073） 1.042（1.052） 0.969（0.964） 78.2（83.7）

島根県 694 529 （557） 0.758（0.758） 0.998（1.049） 1.041（1.050） 0.967（0.960） 76.2（80.2）

岡山県 1,922 1,620（1,795） 0.796（0.796） 0.997（1.096） 1.037（1.046） 1.024（1.024） 84.3（93.4）

広島県 2,844 2,429（2,654） 0.810（0.810） 0.999（1.083） 1.037（1.046） 1.018（1.018） 85.4（93.3）

山口県 1,405 1,036（1,120） 0.735（0.735） 1.003（1.082） 1.045（1.056） 0.957（0.950） 73.7（79.7）

徳島県 756 535 （589） 0.730（0.730） 0.994（1.093） 1.046（1.057） 0.934（0.925） 70.8（77.9）

香川県 976 776 （842） 0.769（0.769） 0.995（1.076） 1.041（1.051） 0.999（0.993） 79.5（86.3）

愛媛県 1,385 1,013（1,098） 0.738（0.738） 1.010（1.094） 1.045（1.056） 0.938（0.929） 73.1（79.3）

高知県 728 498 （545） 0.707（0.707） 1.005（1.097） 1.047（1.058） 0.920（0.910） 68.4（74.8）

福岡県 5,102 4,554（5,064） 0.817（0.817） 1.001（1.100） 1.039（1.048） 1.051（1.054） 89.3（99.3）

佐賀県 833 664 （705） 0.808（0.808） 1.018（1.078） 1.040（1.049） 0.932（0.928） 79.7（84.7）

長崎県 1,377 982（1,043） 0.770（0.770） 1.010（1.071） 1.043（1.054） 0.879（0.872） 71.3（75.7）

熊本県 1,786 1,442（1,532） 0.805（0.805） 1.011（1.069） 1.037（1.046） 0.956（0.953） 80.8（85.8）

大分県 1,166 897 （963） 0.764（0.764） 1.011（1.083） 1.040（1.049） 0.957（0.951） 76.9（82.5）

宮崎県 1,104 825 （860） 0.785（0.785） 1.026（1.065） 1.041（1.051） 0.890（0.886） 74.7（77.9）

鹿児島県 1,648 1,204（1,261） 0.779（0.779） 1.023（1.066） 1.043（1.053） 0.879（0.874） 73.1（76.5）

沖縄県 1,434 1,428（1,454） 0.986（0.986） 1.009（1.020） 1.031（1.038） 0.972（0.971） 99.6（101.4）

注：括弧内は，反事実的仮定に基づく推計結果．
乗数の積に100を掛けた数値は，2015年を100としたときの2045年の総人口の指数に相当．



表4には，人口増加率に対する各要因の寄与率を示した．各寄与率を合計すると将来の

人口増加率になる．各要因の寄与率は2015～2045年の各要因によって増減する総人口を

2015年時点の総人口で割り100を掛けた率として算出している．

例えば，地域推計（平成30年推計）において最も人口減少率が高い秋田県は2015～2045

年の期間で人口増加率が-41.2％である．その内訳は年齢構造要因-35.7％，出生要因+1.6

％，死亡要因+3.6％，移動要因-10.7％であり，合計すると人口増加率は-41.2％となる．

2015年時点の人口が高齢化している（33.8％）という年齢構造要因が将来の人口増加率に

対して最も大きなマイナスの効果となっており，出生要因や死亡要因のプラスの寄与はさ

ほど影響は及ぼしていない．さらに移動要因によるマイナスの寄与が生じており，高齢化

した年齢構造と主に若者の転出傾向が変わらないとすれば，2015～2045年の秋田県の総人

口は41.2％の減少となると解釈することができる．反事実的仮定における寄与率では，人

口増加率は36.3％の減少と本推計の結果に比べて5％ほどプラスになる．その内訳は年齢

構造要因-35.7％，出生要因+8.3％，死亡要因+4.6％，移動要因-13.5％であり，年齢構造

要因の影響が最も大きいことは変わらず，出生要因によるプラスの寄与があるものの，出

生数の増加によって増えた分は若年人口の流出傾向を反映するため，移動要因のマイナス

の寄与は本推計よりも大きくなる．その結果，出生率が増えたことによる人口増加率への

プラスの寄与は少なくなってしまう．したがって，移動傾向を変えなければ，出生率が上

昇しても将来の人口増加率に対する影響は限定的となる．

一方で，地域推計（平成30年推計）で最も人口増加率が高い東京都は同期間で人口増加

率が+0.7％である．その内訳は年齢構造要因-18.9％，出生要因-1.5％，死亡要因+3.1％，

移動要因+17.9％であり，合計すると人口増加率は+0.7％となる．東京都の年齢構造要因

も他地域同様マイナスの寄与であり，出生要因もマイナスの寄与率となり，死亡要因のプ

ラスの寄与率は高くないことから，移動要因の寄与の大きさが同期間の人口増加率が正で

あることに対して決定的な影響を及ぼしていることがわかる．いわば，東京一極集中であ

ることが東京都の人口を維持しているにすぎず，少子化による若年人口の減少や移動傾向

の変化次第では将来の人口増加率が負になる可能性が高い．反事実的仮定における寄与率

では，人口増加率は24.0％の増加となり，その内訳は年齢構造要因-18.9％，出生要因

+12.5％，死亡要因+3.8％，移動要因+26.6％と出生要因と移動要因の寄与率のプラスの影

響が大きい．東京都は他地域に比べて若い年齢の人口が多いため，出生率増加による寄与

が大きくなる．このような傾向は他の東京圏3県や大阪圏，北海道，宮城県など政令指定

都市を含む地域においても共通である．また移動要因について，東京圏以外の地域では本

推計における寄与がプラスである地域は，反事実的仮定における移動要因の寄与は若干の

増加にとどまり，寄与がマイナスの地域はマイナスの寄与が拡大する傾向となっている．

これは地域推計（平成30年推計）において，東京一極集中の傾向が続くという仮定値の設

定の考え方に沿うものである．
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表４ 都道府県別，2015～45年の人口増加率に対する各要因の寄与率

寄与率（%）CR
2015～2045年
人口増加率

年齢構造要因
CRm

出生要因
CRb

死亡要因
CRd

移動要因
CRmg

北海道 -27.9（-27.9） 0.5 （10.1） 3.4 （4.2） -1.6 （-2.3） -25.6（-15.8）

青森県 -30.3（-30.3） 0.8 （8.4） 3.8 （4.9） -11.4（-14.2） -37.0（-31.2）

岩手県 -28.1（-28.1） 1.2 （7.7） 3.5 （4.4） -7.5 （-9.3） -30.9（-25.4）

宮城県 -21.8（-21.8） 1.3 （10.5） 3.2 （3.9） -5.1 （-6.3） -22.5（-13.7）

秋田県 -35.7（-35.7） 1.6 （8.3） 3.6 （4.6） -10.7（-13.5） -41.2（-36.3）

山形県 -27.5（-27.5） 1.9 （7.9） 3.2 （4.0） -9.3（-11.0） -31.6（-26.7）

福島県 -25.4（-25.4） 0.0 （6.7） 3.5 （4.3） -9.4（-11.5） -31.3（-25.9）

茨城県 -22.9（-22.9） 0.6 （8.4） 3.4 （4.2） -4.4 （-5.5） -23.4（-15.8）

栃木県 -22.2（-22.2） 0.6 （8.3） 3.5 （4.3） -2.8 （-3.5） -21.0（-13.2）

群馬県 -22.9（-22.9） 0.3 （8.3） 3.3 （4.1） -2.0 （-2.9） -21.3（-13.4）

埼玉県 -20.3（-20.3） 0.0 （10.0） 3.3 （4.0） 6.8 （8.4） -10.2 （2.2）

千葉県 -21.7（-21.7） -0.2 （9.9） 3.2 （3.9） 6.5 （8.3） -12.2 （0.4）

東京都 -18.9（-18.9） -1.5 （12.5） 3.1 （3.8） 17.9 （26.6） 0.7 （24.0）

神奈川県 -18.3（-18.3） -0.6 （10.0） 3.1 （3.7） 6.9 （9.3） -8.9 （4.8）

新潟県 -26.2（-26.2） 1.0 （8.4） 3.2 （3.9） -4.3 （-5.4） -26.3（-19.3）

富山県 -25.5（-25.5） -0.3 （7.4） 3.1 （3.8） -0.6 （-1.3） -23.3（-15.6）

石川県 -20.5（-20.5） -0.2 （7.8） 3.1 （3.8） -0.3 （-0.4） -17.9 （-9.4）

福井県 -20.6（-20.6） 0.0 （6.4） 3.0 （3.6） -4.3 （-5.2） -21.9（-15.8）

山梨県 -23.2（-23.2） -0.2 （8.0） 3.2 （4.0） -8.1 （-9.8） -28.3（-21.0）

長野県 -22.8（-22.8） 0.1 （6.7） 2.9 （3.5） -3.3 （-4.4） -23.1（-17.1）

岐阜県 -20.8（-20.8） 0.0 （7.5） 3.1 （3.8） -5.7 （-6.8） -23.4（-16.2）

静岡県 -22.1（-22.1） 0.5 （7.4） 3.2 （3.9） -2.1 （-2.8） -20.5（-13.5）

愛知県 -14.9（-14.9） -0.8 （7.9） 3.1 （3.8） 4.8 （5.8） -7.8 （2.5）

三重県 -21.4（-21.4） -0.1 （7.5） 3.2 （3.9） -2.9 （-3.6） -21.2（-13.6）

滋賀県 -13.6（-13.6） 0.8 （7.4） 2.9 （3.4） -0.7 （-0.7） -10.6 （-3.5）

京都府 -21.3（-21.3） -0.5 （11.0） 3.0 （3.6） 0.7 （2.0） -18.1 （-4.7）

大阪府 -21.1（-21.1） -1.3 （10.3） 3.3 （4.1） 2.1 （3.5） -17.0 （-3.2）

兵庫県 -21.0（-21.0） -0.5 （8.8） 3.2 （3.9） 0.2 （-0.0） -18.1 （-8.3）

奈良県 -23.3（-23.3） 0.6 （10.1） 3.1 （3.7） -7.2 （-8.3） -26.8（-17.8）

和歌山県 -26.5（-26.5） -0.3 （7.3） 3.4 （4.3） -5.2 （-6.4） -28.6（-21.3）

鳥取県 -23.1（-23.1） 0.6 （5.9） 3.2 （4.0） -2.5 （-3.2） -21.8（-16.3）

島根県 -24.2（-24.2） -0.1 （3.9） 3.1 （3.8） -2.6 （-3.3） -23.8（-19.8）

岡山県 -20.4（-20.4） -0.2 （8.0） 3.0 （3.7） 1.9 （2.2） -15.7 （-6.6）

広島県 -19.0（-19.0） -0.1 （7.0） 3.0 （3.7） 1.5 （1.6） -14.6 （-6.7）

山口県 -26.5（-26.5） 0.2 （6.4） 3.3 （4.1） -3.3 （-4.2） -26.3（-20.3）

徳島県 -27.0（-27.0） -0.4 （7.2） 3.3 （4.1） -5.0 （-6.3） -29.2（-22.1）

香川県 -23.1（-23.1） -0.4 （6.1） 3.2 （3.9） -0.1 （-0.6） -20.5（-13.7）

愛媛県 -26.2（-26.2） 0.8 （7.3） 3.3 （4.2） -4.8 （-6.1） -26.9（-20.7）

高知県 -29.3（-29.3） 0.4 （7.3） 3.3 （4.1） -5.9 （-7.4） -31.6（-25.2）

福岡県 -18.3（-18.3） 0.1 （8.6） 3.2 （3.9） 4.4 （5.1） -10.7 （-0.7）

佐賀県 -19.2（-19.2） 1.5 （6.6） 3.2 （3.9） -5.8 （-6.6） -20.3（-15.3）

長崎県 -23.0（-23.0） 0.8 （5.8） 3.3 （4.1） -9.8（-11.1） -28.7（-24.3）

熊本県 -19.5（-19.5） 0.9 （5.8） 3.0 （3.7） -3.7 （-4.3） -19.2（-14.2）

大分県 -23.6（-23.6） 0.9 （6.7） 3.1 （3.8） -3.5 （-4.3） -23.1（-17.5）

宮崎県 -21.5（-21.5） 2.1 （5.4） 3.2 （4.0） -9.2（-10.0） -25.3（-22.1）

鹿児島県 -22.1（-22.1） 1.9 （5.4） 3.3 （4.1） -10.1（-11.0） -26.9（-23.5）

沖縄県 -1.4 （-1.4） 0.9 （2.0） 3.0 （3.8） -2.9 （-3.0） -0.4 （1.4）

注：括弧内は，反事実的仮定に基づく推計結果．
各要因の合計は2015～2045年の人口増加率になる．



2． 2015～2045年の人口増加率に対する各要因の年齢別寄与率

次に各要因の年齢別寄与率を分析するにあたり，特徴的な都道府県を抽出するためにク

ラスター分析を行った．クラスタリングに用いた変数は，本推計における2015～2045年の

4要因の総人口の寄与率と人口増加率の5変数であり，階層クラスター分析（Ward法）

を用いてデンドログラムを作成し（非掲載），8クラスターを確認した上で，k-means法

によって各都道府県を分類した．

クラスター別の2015～2045年の人口増加率と各要因の寄与率の平均値を表5に示した．

クラスター1は青森県，秋田県の2県で構成され，2015～2045年の平均人口増加率が-39.1

％と最も低く，高齢化が進行し年齢構造要因，移動要因ともに全クラスターの中で最もマ

イナスの寄与が大きい．クラスター2は北海道，福島県，高知県，長崎県など9道県で構

成され，クラスター1や3に比べると移動要因のマイナスの寄与が小さいが，年齢構造要

因のマイナスの寄与が大きいため，同期間の平均人口増加率は-28.8％である．クラスター

3は山形県，宮崎県，鹿児島県の3県で構成され，出生要因のプラスの寄与は大きいもの

の移動要因のマイナスの寄与がそれを上回り，年齢構造要因のマイナスの寄与も加え，同

期間の平均人口増加率は-28.0％である．クラスター4は宮城県，新潟県，熊本県など11

県で構成され，クラスター3と比べ移動要因のマイナスの寄与が小さく，出生要因の寄与

はプラスではあるが年齢構造要因や移動要因のマイナスの寄与が大きく，同期間における

平均人口増加率は-22.4％である．クラスター5は京都府，岡山県，広島県など12府県で

構成され，出生要因がマイナスの寄与となり，移動要因のマイナスの寄与はクラスター4

以前に比べると小さいが年齢構造要因のマイナスの寄与が大きく，同期間の平均人口増加

率は-20.8％である．クラスター6は埼玉県，千葉県，神奈川県，愛知県，大阪府，福岡

県の6府県と大都市地域で構成され，出生要因はマイナスの寄与ではあるが，それを上回

る移動要因のプラスの寄与があるものの，年齢構造要因のマイナスの寄与が大きく，同期

間の平均人口増加率は-11.1％である．クラスター7は東京都のみであり，前節でみたと

おり年齢構造要因と出生要因はマイナスの寄与であるが，死亡要因のプラスの寄与と東京

一極集中を反映した移動要因の大きなプラスの寄与によって，同期間の人口増加率は0.7

％である．クラスター8は，滋賀県と沖縄県の2県で構成され，年齢構造要因のマイナス

の寄与が最も小さく，出生要因はプラス，移動要因のマイナスの寄与も小さく，同期間の

平均人口増加率は-5.5％である．

反事実的仮定における結果をみると，出生要因や移動要因はクラスター6（大都市地域

6府県）や7（東京都）で大きく寄与率が増加していることがわかる．出生要因は20～30

代，移動要因は10代後半から30代の人口規模が大きい地域で各要因の寄与が大きくなり，

死亡要因は高齢化が進んだ地域ほどプラスの寄与が大きくなる傾向がみられる．

図1には8クラスターを代表する都道府県について，各要因の年齢別寄与率を示した．

代表する都道府県の選定基準は，クラスターごとに各要因の偏差平方和が最も小さい地域

とした．その結果，各クラスターの代表地域には，クラスター1は秋田県，2は和歌山県，

3は鹿児島県，4は茨城県，5は三重県，6は福岡県，7は東京都，8は沖縄県が選定さ
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れた．

クラスター1の秋田県は前節でみたように，2015～2045年の人口減少率が最も高く，年

齢構造要因及び移動要因の寄与が大きい．年齢別の各要因の寄与率をみると，年齢構造要

因は0～4歳から85～89歳までマイナスの寄与であり，0～4歳から45～49歳の移動要因

によるマイナスの寄与の影響も大きい．年齢構造要因のマイナスが大きい年齢層は50代～

60代であり，これは2015年時点において第一次ベビーブーム世代前後の世代の人口規模が

大きいことを反映している．出生要因の寄与は2015～2045年の30年間の変化であるため，

0～4歳から25～29歳までの人口でプラスになるが，その影響は年齢構造要因や移動要因

に比べると小さい．死亡要因の寄与は60～64歳以上の年齢で徐々に大きくなり，90歳以上

では顕著なプラスの寄与となる．反事実的仮定おける各要因の寄与率をみると，出生要因

は大幅にプラスの寄与があるが，年齢構造要因や移動要因のマイナスの寄与の拡大の影響

もあり，人口増加率のマイナス分を補うほどではない．死亡要因は90歳以上で顕著にプラ

スの寄与となっている．

クラスター2の和歌山県は，2015～2045年の人口減少率は-28.6％（反事実的仮定では

-21.3％）であり，その内訳は年齢構造要因-26.5％，出生要因-0.3％（同+7.3％），死亡要

因+3.4％（同+4.3％），移動要因-5.2％（同-6.4％）である．年齢別の各要因の寄与率は秋

田県と同様のパターンであるが，出生要因はマイナスに寄与し，年齢構造要因と移動要因

のマイナスの寄与が秋田県よりも小さい．

クラスター3の鹿児島県は，2015～2045年の人口減少率は-26.9％（反事実的仮定では

-23.5％）であり，その内訳は年齢構造要因-22.1％，出生要因+1.9％（同+5.4％），死亡要

因+3.3％（同+4.1％），移動要因-10.1％（同-11.0％）である．年齢別の各要因の寄与率を

みると，高い出生率を反映して，40代以下の年齢構造要因のマイナスの寄与は秋田県や和

歌山県に比べると小さいが，移動要因によるマイナスの寄与が大きく，結果的には年齢構

造要因と移動要因の寄与の合計は和歌山県よりも大きい．50代以上では移動要因によるプ

ラスの寄与が大きくなる点に特徴がある．反事実的仮定では，20～30代の転出傾向やもと

もと出生率が高いこともあって，出生率の上昇の効果は小さい．死亡要因の寄与は他県と

同様，90歳以上で大きい．

クラスター 4の茨城県は，2015～2045年の人口減少率は-23.4％（反事実的仮定では

-15.8％）であり，その内訳は年齢構造要因-22.9％，出生要因+0.6％（同+8.4％），死亡要

因+3.4％（同+4.2％），移動要因-4.4％（同-5.5％）である．年齢別の各要因の寄与率をみ

ると，年齢構造要因のマイナスの寄与は0～4歳から65～69歳までであり，70歳以上では

プラスの寄与となる．40～44歳前後でマイナスの寄与が大きいのは，第二次ベビーブーム

世代が2015年時点で多いことを示し，都市型の年齢構造効果といえる．出生要因はわずか

にプラスの寄与を示しており，80代以降での死亡要因のプラスの寄与の効果が大きい．移

動要因は秋田県や鹿児島県に比べるとマイナスの寄与は小さいが，40代以下で一定程度み

られる．

クラスター 5の三重県は，2015～2045年の人口減少率は-21.2％（反事実的仮定では
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-13.6％）であり，その内訳は年齢構造要因-21.4％，出生要因-0.1％（同+7.5％），死亡要

因+3.2％（同+3.9％），移動要因-2.9％（同-3.6％）である．年齢別の各要因の寄与は茨城

県と同様のパターンであるが，出生要因がマイナスである点に差異がみられる．

クラスター6の福岡県は，2015～2045年の人口減少率は-10.7％（反事実的仮定では-0.7

％）であり，その内訳は年齢構造要因-18.3％，出生要因+0.1％（同+8.6％），死亡要因+3.2

％（同+3.9％），移動要因+4.4％（同+5.1％）である．年齢別の各要因の寄与率をみると，

年齢構造要因は65～69歳以下ではマイナスの寄与であり，特に40～44歳前後でのマイナス

の寄与が高い．移動要因は50～54歳を除いて概ねプラスの寄与となっており，高齢部分で

の移動のプラスの影響も観察される．死亡要因は他地域と同様，高齢部分で寄与が高い．

反事実的仮定においては，出生要因の増加および移動要因の増加が大きく，年齢構造要因

によるマイナスの寄与を大きく補っている．

クラスター7の東京都は，前節でみたとおり，極端に大きな移動要因のプラスの寄与に

よって2015～2045年の人口増加率は+0.7％と唯一増加となる．年齢別の各要因の寄与率を

みると，年齢構造要因は福岡県などの都市型の人口構造と同様に40代前後のマイナスの効

果が大きく，50代以上ではプラスの寄与となるなど，今後高齢化が進んでいく様子が見て

取れる．移動要因は20代から40代でプラスの寄与が大きく，55～59歳以上ではマイナスの

寄与である．反事実的仮定においては，出生要因によるプラスの寄与も大きいが，それ以

上に移動要因によるプラスの寄与が大きい結果となる．
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表５ クラスター別，2015～45年の人口増加率に対する各要因の寄与率の平均値

クラスター

寄与率（%）CR
2015～2045年
人口増加率

年齢構造要因
CRm

出生要因
CRb

死亡要因
CRd

移動要因
CRmg

1 -33.0（-33.0） 1.2 （8.4） 3.7 （4.7） -11.1（-13.9） -39.1（-33.8）

2 -26.7（-26.7） 0.4 （7.3） 3.4 （4.2） -5.8 （-7.2） -28.8（-22.3）

3 -23.7（-23.7） 2.0 （6.2） 3.3 （4.0） -9.5（-10.7） -28.0（-24.1）

4 -22.4（-22.4） 0.8 （7.8） 3.2 （4.0） -3.9 （-4.8） -22.4（-15.5）

5 -21.8（-21.8） -0.2 （7.4） 3.1 （3.8） -1.8 （-2.3） -20.8（-13.0）

6 -19.1（-19.1） -0.5 （9.5） 3.2 （3.9） 5.3 （6.7） -11.1 （1.0）

7 -18.9（-18.9） -1.5 （12.5） 3.1 （3.8） 17.9 （26.6） 0.7 （24.0）

8 -7.5 （-7.5） 0.9 （4.7） 2.9 （3.6） -1.8 （-1.9） -5.5 （-1.0）

注：括弧内は，反事実的仮定に基づく推計結果．
階層クラスター分析（Ward法）によるデンドログラムから8クラスターを確認し，k-means法に
よって各都道府県を分類した．
8クラスターに含まれる都道府県は以下の通りである．
1）青森県・秋田県，2）北海道・岩手県・福島県・和歌山県・山口県・徳島県・愛媛県・高知県・
長崎県，3）山形県・宮崎県・鹿児島県，4）宮城県・茨城県・栃木県・群馬県・新潟県・静岡県・
奈良県・鳥取県・佐賀県・熊本県・大分県，5）富山県・石川県・福井県・山梨県・長野県・岐阜県・
京都府・兵庫県・島根県・岡山県・広島県・香川県，6）埼玉県・千葉県・神奈川県・愛知県・大阪
府・福岡県，7）東京都，8）滋賀県・沖縄県
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図１ クラスター別，2015～2045年の人口増加率に対する各要因の寄与率及び年齢別寄与率
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図１ クラスター別，2015～2045年の人口増加率に対する各要因の寄与率及び年齢別寄与率（つづき）
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クラスター8の沖縄県は，2015～2045年の人口減少率は-0.4％（反事実的仮定では+1.4

％）であり，その内訳は年齢構造要因-1.4％，出生要因+0.9％（同+2.0％），死亡要因+3.0

％（同+3.8％），移動要因-2.9％（同-3.0％）である．年齢別の各要因の寄与率をみると，

年齢構造要因は30～34歳から60～64歳で顕著にみられるが，20代ではほぼみられず，10代

以下で若干マイナスの寄与がみられる．一方で65歳以上のプラスの寄与が大きく，東京都

同様，今後高齢化が一層進むことがわかる．出生要因の寄与はプラスであるがその影響は

小さい．移動要因は40～44歳以下ではマイナスであるが，45～49歳から75～79歳では概ね
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図１ クラスター別，2015～2045年の人口増加率に対する各要因の寄与率及び年齢別寄与率（つづき）
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注：左図は，各要因の寄与率の総数を示し，左棒グラフは反事実的仮定，右棒グラフは本推計に基づく寄
与率を示す．本推計の寄与率は太字で示した．
右図は，各要因の年齢別寄与率を示し，反事実的仮定はCf.～要因とし，点線棒グラフで示した．
東京都のみ，x座標の範囲を-8～8％とした．



プラスの寄与となっている．死亡要因は他の地域同様，高齢部分でプラスの寄与が高い．

3． 人口モメンタム（静止人口比）仮定における推計結果

人口モメンタムを算出するために（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）死亡率が

2010～2015年の数値で一定，（3）移動がない封鎖人口である場合の仮定に基づく推計を行っ

た．ここでは「静止年次」の考え方として，人口減少が止まり静止人口に入る直前の総人

口の規模が最も小さい時点とし，参考として2115年時点での人口モメンタムの算出も行っ

た．その結果をまとめたものが表6である．「静止人口規模」は，前者の基準によるもの

であり，具体的な年次は「静止年次」に示している．図2には，2015～2115年までの人口

モメンタム仮定における各地域の総人口の推移を示している．図中の下線部で示している

数値は，表6における静止年次における静止人口規模を示している．

人口モメンタムの分布は平均0.754，最大は沖縄県の0.962，最小は秋田県の0.604，2115

年時点の基準では平均0.756，最大は沖縄県の0.967，最小は秋田県の0.606と同水準である．

人口モメンタム仮定における各地域の総人口は，大都市圏や沖縄県では短期的に人口増

加が観察される地域もみられるが，長期的には全国的に総人口は減少していく軌道を描く

（図2）．その後，人口減少が止まり，一定の人口規模（静止人口規模）に収束していく状

況が観察される．このとき，静止年次が早い順にみると，2080年に静止するのが鹿児島県

と沖縄県の2県，2085年は東京都と宮崎県の2都県である．2090年に静止するのは，北海

道，神奈川県，愛知県，大阪府，福岡県など19道府県，2095年に静止するのは青森県，秋

田県，福島県，高知県，長崎県など24県となる．

―258―



―259―

図２ 都道府県別，封鎖人口（死亡率一定）における出生率が人口置換水準に達した場合の

総人口の推移：2015～2115年
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注：図中下線の数値は，表6に示した静止年次における静止人口規模を示す．
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表６ 都道府県別にみた，基準人口，静止人口規模，静止年次，

人口モメンタム（静止人口比）

基準人口
（千人）

静止人口
規模（千人）

静止年次
人口モメンタム（静止人口比）

静止年次 （参考：2115年）

北海道 5,382 3,782 （2090年） 0.703 （0.705）

青森県 1,308 878 （2095年） 0.671 （0.674）

岩手県 1,280 881 （2095年） 0.689 （0.691）

宮城県 2,334 1,826 （2090年） 0.782 （0.785）

秋田県 1,023 618 （2095年） 0.604 （0.606）

山形県 1,124 791 （2095年） 0.704 （0.706）

福島県 1,914 1,344 （2095年） 0.702 （0.705）

茨城県 2,917 2,166 （2095年） 0.743 （0.745）

栃木県 1,974 1,476 （2090年） 0.748 （0.750）

群馬県 1,973 1,476 （2095年） 0.748 （0.751）

埼玉県 7,267 5,684 （2090年） 0.782 （0.784）

千葉県 6,223 4,736 （2090年） 0.761 （0.763）

東京都 13,515 10,807 （2085年） 0.800 （0.802）

神奈川県 9,126 7,234 （2090年） 0.793 （0.795）

新潟県 2,304 1,651 （2095年） 0.717 （0.719）

富山県 1,066 751 （2095年） 0.705 （0.707）

石川県 1,154 895 （2095年） 0.775 （0.778）

福井県 787 602 （2095年） 0.765 （0.768）

山梨県 835 625 （2095年） 0.749 （0.752）

長野県 2,099 1,544 （2095年） 0.736 （0.738）

岐阜県 2,032 1,582 （2095年） 0.779 （0.781）

静岡県 3,700 2,755 （2095年） 0.745 （0.747）

愛知県 7,483 6,194 （2090年） 0.828 （0.831）

三重県 1,816 1,384 （2090年） 0.762 （0.765）

滋賀県 1,413 1,205 （2090年） 0.853 （0.856）

京都府 2,610 2,108 （2090年） 0.807 （0.810）

大阪府 8,839 6,971 （2090年） 0.789 （0.791）

兵庫県 5,535 4,317 （2090年） 0.780 （0.783）

奈良県 1,364 1,068 （2090年） 0.782 （0.786）

和歌山県 964 686 （2095年） 0.712 （0.715）

鳥取県 573 421 （2095年） 0.734 （0.736）

島根県 694 489 （2095年） 0.705 （0.706）

岡山県 1,922 1,529 （2090年） 0.796 （0.799）

広島県 2,844 2,232 （2090年） 0.785 （0.788）

山口県 1,405 988 （2095年） 0.703 （0.706）

徳島県 756 526 （2095年） 0.696 （0.698）

香川県 976 708 （2095年） 0.726 （0.728）

愛媛県 1,385 984 （2095年） 0.710 （0.713）

高知県 728 493 （2095年） 0.677 （0.680）

福岡県 5,102 4,171 （2090年） 0.818 （0.821）

佐賀県 833 672 （2090年） 0.807 （0.811）

長崎県 1,377 1,023 （2095年） 0.743 （0.745）

熊本県 1,786 1,406 （2090年） 0.787 （0.790）

大分県 1,166 863 （2090年） 0.740 （0.742）

宮崎県 1,104 844 （2085年） 0.764 （0.768）

鹿児島県 1,648 1,253 （2080年） 0.760 （0.764）

沖縄県 1,434 1,380 （2080年） 0.962 （0.967）

注：静止人口比は，人口置換水準の出生率によって到達する静止人口規模の基準
人口（2015年）に対する比（国立社会保障・人口問題研究所 2018b）．



Ⅳ 結論と展望

本稿は，社人研が平成30（2018）年3月に公表した地域推計（平成30年推計）における

将来の人口増加率の要因分解を行うことを目的に，出生率が人口置換水準に達した場合の

反事実的仮定に基づく推計結果や人口モメンタムの分析を行うことで将来の人口に対する

基準人口の年齢構造及び人口動態率の影響を定量的に分析した．

地域推計（平成30年推計）における2015～2045年の将来の人口増加率をBongaartsand

Bulatao（1999）の手法で年齢構造要因，出生要因，死亡要因，移動要因の4要因に分解

した結果，すべての地域で年齢構造要因によるマイナスの寄与が最も大きいことが明らか

となった．大都市圏は移動要因のプラスの寄与によって人口増加率の減少分が緩和され，

非大都市圏は移動要因のマイナスの寄与によってさらなる人口減少が進む．一方で，出生

要因と死亡要因が将来の人口増加率に及ぼす影響は限定的であった．ただし，反事実的仮

定において出生率が人口置換水準に達する場合の推計結果では，20～30代の人口規模が大

きい都市部ほどその寄与が大きいことから，日本全国の少子化を解消するためには大都市

圏における対策の必要性を示唆する結果といえる．

全国を代表的な8つの地域に分けて各要因の年齢別寄与率について分析を行った結果，

2015年時点で65歳以上人口割合が高く，すでに人口減少が始まっている非大都市圏では，

ほぼ全年齢で年齢構造要因によって人口減少が構造的に生じることがわかった．特に第一

次ベビーブーム世代が多い地域ほど人口減少率が高い傾向にある．一方で，大都市圏は年

齢構造要因による年少人口・生産年齢人口の減少，老年人口の増加がみられ，今後，高齢

化が進む．特に2015～2045年の30年間で第二次ベビーブーム世代が65歳以上人口に入るた

め，2015年時点でその世代が多い地域ほど，65歳以上人口の増加率が高い．移動要因は，

地域推計（平成30年推計）が近年の大都市圏への移動，とりわけ東京一極集中の傾向に基

づく仮定値設定を行っていることもあり，若年人口は大都市圏で，中高年人口は非大都市

圏でそれぞれプラスの寄与が観察された．また，反事実的仮定において出生率が人口置換

水準まで上昇することを仮定する場合，前述のような移動構造が仮定されていることもあ

り，大都市圏では移動要因のプラスの寄与が拡大し，非大都市圏ではマイナスの寄与が拡

大する．したがって，非大都市圏において出生率が上昇したとしても，移動傾向が変わら

ないとすれば，結局は転出してしまうため人口減少率に対する寄与は限定的であり，出生

率上昇よりも移動傾向を変化させる施策が重要であることを示唆する．死亡要因について

は，全地域でほぼ同様に60代から徐々にプラスの寄与が拡大し，90歳以上で最も寄与が大

きい結果となった．

最後に，都道府県別にみた人口モメンタムの分析では，2015～2045年の人口増加率が正

であった東京都や出生率の高い沖縄県においても，長期的には「減少モメンタム」の状況

に陥っていることがわかる．したがって，出生率が人口置換水準に上昇し，人口移動が均

衡した場合であっても，各地域の長期的な人口減少が止まるまでには2080～2095年までの
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期間を要する．実際は人口移動による人口変動があるため，大都市圏，とりわけ東京都で

は人口減少は緩和され，非大都市圏ではより減少が進むという結果となる．

本分析に関する今後の展望には，二つの方向性が考えられる．第一は市区町村別の分析

を行うこと，第二は過去の変化を分析することである．第一の市区町村別の分析を行うた

めには，本稿と同様，市区町村別の年齢別出生率をどのように作成するのかという点が課

題となる．人口規模が小さい地域では，単年では安定した年齢別出生率を算出することが

困難であり，厚労省が公表している市区町村別の合計出生率は，5年間の出生数をもとに

二次医療圏や都道府県を圏域としたベイズ推定値を公表している（厚生労働省 2014）．本

稿では，全国推計（平成29年推計）における将来の年齢別出生率と都道府県の地域較差お

よび地域推計（平成30年推計）の0～4歳人口との補正係数を用いて年齢別出生率を算出

したが，市区町村別の年齢別出生率を算出するにはもう一段階の工夫が求められる．第二

の過去の変化については，データ整備次第で比較的容易に分析が可能であり，年齢構造要

因や個別の人口動態率の寄与が時代的にどのように変化してきたのかを明らかにすること

ができ，これまでの地域人口の構造的な変化や将来の人口動向に対する理解をより一層深

めることに資するであろう． （2020年3月31日査読終了）
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DemographicComponentsofFuturePopulationGrowthRates
byPrefectures

KAMATAKenji,KOIKEShiro,SUGAKeitaandYAMAUCHIMasakazu

Inthispaper,weanalyzedthedemographiccomponentsofthefuturepopulationgrowthrates

byprefecturesin"TheRegionalPopulationProjections(2018)"conductedbytheNationalInstitute

ofPopulationandSocialSecurityResearch,withanemphasisonthecontributionofagestructure

oftheprojectionbaseyearinadditiontothefuturevitalrates.Inparticular,weconductedthe

populationprojectionsbasedoncounterfactualassumptionssuchasthereplacementlevelfertility,

andperformedthepopulationmomentumanalysis.

AmongfourfactorsidentifiedinBongaartsandBulatao(1999)ascomponentsoffuture

populationchange,wefoundthatthenegativecontributionsoftheagestructurefactorwerethe

largestinallprefectures.Inthemetropolitanareas,thepositivecontributionofthemigrationfactor

mitigatedthedepopulation,whileinnon-metropolitanareas,thenegativecontributionofmigration

enhancedthedepopulationfurther.Ontheotherhand,thecontributionsofthefertilityandthe

mortalityfactorsonfuturepopulationgrowthwerelimited.

Furtherexaminationsofthefourfactorsbyfive-yearagegroupsuncoveredthattheage

structureeffectplayedvitalrolesbothinmetropolitanandnon-metropolitanprefecturesbutwith

regionaldifferentialsbyagegroups.Innon-metropolitanprefectureswheretheproportionofage

65andoverwasalreadyhighin2015andpopulationdeclinehadbegun,futurepopulationof

youngandoldagegroupsdeclinedmainlyduetotheagestructureeffect.Inmetropolitan

prefectures,futureyoungpopulationofage64andbelowdecreasedbutthefutureelderly

populationincreasedbytheagestructureeffect,anticipatingseverepopulationaginginthefuture.

TheanalysisofpopulationmomentumshowedthateveninTokyo,onlyprefecturewherethe

populationgrowthrate2015-2045waspositive,andinOkinawaprefecture,wherethebirthrate

washigh,thepopulationmomentumstatuswas"thedecreasingmomentum"inthelongrun.This

impliedthatevenifthebirthratesimmediatelyrisetothepopulationreplacementlevelandthe

migrationisbalanced,itwilltakeuntil20802095thatthelong-termpopulationdeclineineach

prefecturestops.

【Keywords】regionalpopulationprojections,futurepopulationgrowthrate,decomposition

method,populationmomentum


